	住宅・建築物安全ストック形成事業（耐震関連抜粋）


○目的　　地震の際の住宅・建築物の倒壊等による被害の軽減を図るため、住宅・建築物の耐震性の向上に資する事業について、地方公共団体等に対し、国が必要な助成を行う。
○補助要件・補助率一覧表
	住宅（共同住宅を含む）
	庁舎などの建築物

	
	

	


	













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































計画策定


ＰＲ等





●補助対象


　耐震改修促進計画等に定められた取組方針に基づく事業（耐震改修促進計画策定費、耐震改修設計費、PR費用、死亡時一括償還融資活用の不動産鑑定費用・事務手数料費等）


●補助率


【民間実施】　国：1/3　地方公共団体：1/3　【地方公共団体実施】　国：1/2








多数の者が利用する建築物


●地域要件：なし


●補助率


　　【民間実施】国：11.5％


地方公共団体：11.5％


　　【地方公共団体実施】国：11.5％　





緊急輸送道路沿道住宅・建築物


●地域要件：緊急輸送道路沿道


●補助率


【民間実施】国：1/3　地方公共団体：1/3　　【地方公共団体実施】国：1/3　


　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 除却費・補償費（移転費、仮住居借上げ費）も補助対象（補助率：1/3）











※赤字：平成２１年度１次補正拡充内容（平成２２年度着手まで）


※青字：平成２１年度１次補正追加内容（平成２１年度着手まで）





耐震改修（建替えも含む）








避難路沿道等住宅・建築物


●地域要件：避難路沿道等


●補助率


【民間実施】国：1/6　地方公共団体：1/6　　【地方公共団体実施】国：1/6


　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 除却費・補償費（移転費、仮住居借上げ費）も補助対象（補助率：1/3）
























































































































































避難所等建築物


●建物要件


　　地域防災計画に位置づけられた又は位置づけられる予定の避難所等


●補助率


【民間実施】国：1/3　地方公共団体：1/3


　【地方公共団体実施】　国：1/3











●補助率


【民間実施】


国:1/3、地方公共団体:1/3


【地方公共団体実施】


　国：1/3（緊急輸送道路沿道の場合は1/2）


























※戸建住宅の補助限度額は32,600円/㎡、建築物・共同住宅については47,300円/㎡


　（特に倒壊の危険性が高い住宅・建築物については、補助限度額を1.5倍とする）


※地域要件の他にも計画要件、建築物等の要件あり





耐震改修の普及啓発の一環として実施する具体の耐震改修事業


●補助対象


　住宅・建築物の耐震改修に要する費用（調査設計計画費を含む）


●補助率


【民間実施】　国：1/2　地方公共団体：なし


【地方公共団体実施】　国：1/2　地方公共団体：1/2





モデル事業





地方公共団体における事業推進のための連携体制の構築に係る事業


●補助対象


　耐震改修促進計画の策定費用、専門家の派遣に要する費用、技術者の育成に要する費用等


●補助率


国：10/10　（定額補助、上限1,500万円程度）





一般住宅


●地域要件：なし


●補助率


【民間実施】


国：11.5％　地方公共団体：11.5％


【地方公共団体実施】国：11.5％　





























耐震診断

















●補助率


　【民間実施】


　　国：1/3、地方公共団体：1/3


　【地方公共団体実施】


　　国：1/2
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